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要旨 
 
 第二次大戦後の人間活動の肥大化に伴った環境問題と健康被害の深刻化に向け，
各国政府は様々な環境規制が制定し，問題を緩和してきた。しかし，各国が制定し
た多様な規制は，健康被害を減少させることはできたが，環境質を抜本的に改善す
るには至らず，今日においても環境の汚染は深刻な局面にある状態である。 
近年では環境汚染に由来する問題が広く認識され関連する知見が集約され，その
構造が詳細に理解されるにつれて，世界的に環境問題への取り組みと，広範な段階
へ規制を制定する必要が認識された。この流れを受けて，1990年代頃から製品の
製造から廃棄後までの環境汚染を減少させることを意図した製品を対象とする環
境規制が欧州連合（European Union,以下 EUと表記）で制定された。 
 
EUが導入した製品を対象とする環境規制の中でも，特に 2003年に制定された
RoHS指令は，WEEE指令の対として制定され，電気・電子機器に含まれる有害物
質を制限しているが，他の製品を対象とした環境規制と比較しても広い対象製品を
持つことから，多くの産業に影響を与えた規制として知られている。EUが RoHS
指令を導入したことで，EUを市場とする対象製品の製造者は市場競争の前に市場
の参入条件として規制に適合した製品の製造が必須要件となった。 
更に RoHS指令の対象製品に関わる産業においては，製品の仕様や設計の見直し
や，新規部材の開発といった技術的な対応に加えて，RoHS指令の遵守とする基準
を設定するなどの管理体制の構築も求められることとなり，独自の管理体制が構築
されていった。また，これらの取り組みは国を問わず業界全体に浸透し，産業独自
の対応方法が独自の標準として広く用いられるようになった。このような産業によ
る製品規制対応の広がりに続いて，EU域外の国でも同様の制度が導入され，EU
の RoHS指令は事実上の世界標準として機能するようになった。このような産業の
取り組みと，制度の両面で広がっていった製品規制が履行されることで本来の目的
である環境汚染を減少させることが期待される。では，製品の規制によって社会は
どのように変化し，それは本当に環境質の改善に貢献するのだろうか。 
 
 本研究では欧州製品規制によって環境質の改善が達成されたのか，という疑問に
対して，RoHS指令及び，対の関係で制定されたWEEE指令によって生じた社会
変化を検証して環境質の改善可能性を検討した。 
まず、RoHS指令の制定を受けて各国が制定した同様の法制度について，導入し
た地域と各国の規制内容や制定時期について情報を整理し，EUの RoHS指令の内
容が世界各国に広まっていることを確認した。 
続いてRoHS指令の制定を受けて産業が設定した調達管理とその収斂の推移を各
企業の調達規定と国際標準を行った関係者へのインタビューにより整理した。この
ことで，RoHS指令の対応において，産業全体で近い水準の遵守が進められている
ことが明らかになった。 
更に規制によって具体的に製品に起きた変化として，製品中に含まれる規制対象
物質の使用状況の推移を，実際に使用され廃棄処分された携帯電話の分解及び XRF
分析を用いて実証した。この中で，RoHS指令の規制対象となる物質の使用が回避
されており，更に規制が求めるよりも早期の対応されていたことが明らかになり，
RoHS指令によって製品から規制の対象となっている有害物質が除外されており，
RoHS 指令が意図した有害物質の需要の絞り込みが達成されていることが分かった。 
また，RoHS指令の対であるWEEE指令が構築した廃棄後の電気・電子機器の
回収処理について加盟国の法，及びインタビューから各国のWEEE指令のモデル
を構築し，その成果としてのWEEE指令の制定による電気・電子機器の回収量を
示した。また，類似の制度を持つ日本と寺院独自の取り組みを持つタイの事例を比
較することで EUのWEEE指令による制度に存在する課題を考察した。 
  
